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■店舗数、売場面積が増加し、従業者数、年間商品販売額は減少
大型小売店の概況

　平成23年の大型小売店の店舗数は94店舗、売場面積は36万2,599㎡、従業者
数は8,028人、年間商品販売額は2,965億円となっています。平成22年の調査と

比べ、店舗数は3店舗増加、売場面積は12,503㎡増加、従業者数は283人減少、年間商品販売
額は166億7,200万円減少しています。
　年間商品販売額をみると、「食料品」が1,491億円（年間商品販売総額の50.3％）で最も多く、
次いで「家庭用電気製品」が534億円（同18.0％）、医薬品や書籍等の「その他の商品」が372
億円（同12.6％）の順となっています。

項　目

店舗数

売場面積

従業者数

年間商品販売額

紳士服・洋品

婦人・子供服・洋品

その他の衣料品

身の回り品

食料品

家具

家庭用電気製品

家庭用品

その他の商品

食堂・喫茶

サービス料金収入

平成21年 平成22年 平成23年

（単位：店、平方メートル、人、百万円）

＊店舗数、売場面積、従業者数は12月末現在の数値。 （神奈川県大型小売店統計調査）

＊大型小売店とは個々の店舗の売場面積が1,000㎡を超える小売店である。

内
　
　
　
訳

店舗数と年間商品販売額の推移
（店） （億円）

平成19年 20年 21年 22年 23年

■■店舗数 年間商品販売額
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■化学工業品の輸移入が242万トン増加
海上出入貨物

　川崎港における平成22年中の海上出入貨物の取扱量は輸移出総量は2,466万
トン、輸移入総量は6,157万トンとなっています。

　品名別にみると、輸移出では、化学工業品が1,449万トン（構成比58.8％）で最も多く、次い
で金属機械工業品491万トン（同19.9％）、特殊品281万トン（同11.4％）の順となっています。
　また、輸移入では、原油を扱う鉱産物が3,438万トン（同55.8％）と最も多く、次いで化学工
業品2,346万トン（同38.1％）、金属機械工業品202万トン(同3.3％）の順となっています。
　前年と比べると、総量は輸移出が減少し、輸移入は増加しています。その中で、化学工業品の
輸移入は242万トン増加しています。

品名別

総　量

 農 水 産 品

 林 産 品

 鉱 産 物

 金属機械工業品

 化 学 工 業 品

 軽 工 業 品

 雑 工 業 品

 特 殊 品

 分類不能のもの

平成21年

輸移出 輸移入 輸移出 輸移入

平成22年

(単位：トン）

主な輸移出・輸移入貨物(平成22年）

（トン）

農水産品 鉱産物 化学工業品 特殊品金属機械工業品

■輸移出 ■輸移入
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■青果、水産物、花き3部門ともに取り扱い金額が減少
卸売市場

　川崎市では、中央卸売市場北部市場と地方卸売市場南部市場が設置・運営され、
それぞれ、青果、水産物、花きの3部門を取り扱っています。

　平成23年の取扱数量は、両市場合わせて青果が8.2万トン、水産物が4.0万トンとなっており、
青果と水産物を合わせた総量は、12.1万トン（前年比5.4％減）となっています。
　種類別では、野菜が6.6万トンで最も多く、次いで生鮮水産物1.7万トン、加工水産物1.6万トン、
果実1.5万トン、冷凍水産物0.7万トンの順となっています。
　花きの取扱数量は6,916万（本・束・個）で前年より106万（本・束・個）増加しましたが、取扱金
額は41億8,849万円で前年より1億3,767万円減少しています。

種類別

総 数

 青果

野菜

果実

 水産物

生鮮水産物

冷凍水産物

加工水産物

花 き

＊川崎市中央卸売市場北部市場及び地方卸売市場南部市場における取扱高。

＊花きの数量の単位は1000（本・束・個）である。

平成21年 平成22年 平成23年

数量 金額 数量 金額 数量 金額

(単位：トン、千円）

（トン） （億円）

平成19年 20年 21年 22年 23年

■■数量 金額

青果・水産物の総取扱量と金額の推移
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■現金給与総額は「学術研究、専門・技術サービス業」が第1位
賃金・労働時間

　神奈川県下の常用5人以上の事業所で働く常用労働者の1人平均の月間現金給
与総額は、平成23年調査産業平均で33万1,662円となっています。産業別にみる

と現金給与総額は「学術研究、専門・技術サービス業」が最も多く、次いで「電気・ガス・熱供給・
水道業」、「建設業」の順となっています。
　また、1人平均の月間総実労働時間は、平成23年調査産業平均で138.5時間となっています。
産業別にみると総実労働時間は「建設業」が最も長く、次いで「運輸業、郵便業」、「情報通信業」
の順となっています。

産業別

平 成 2 3 年 調 査 産 業 平 均

建 設 業
製 造 業
電 気・ｶ ﾞ ｽ・熱 供 給 ･ 水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業 、物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業 、飲 食 サ ー ビ ス 業
生 活 関 連サービス業、娯 楽 業
教 育 、 学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
複 合 サ ー ビ ス 事 業
サービス業(他に分類されないもの)

＊神奈川県下の常用労働者5人以上の事業所。 （神奈川県毎月勤労統計調査平成23年平均確報）

労働賃金 労働時間

現金給与総額 定期給与 特別給与 総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間うち所定内給与

(単位：円、時間）

（円） （時間）

平成23年
調査産業
平均

建設業 製造業 電気・ｶﾞｽ
・熱供給
･水道業

情報
通信業

運輸業、
郵便業

卸売業、
小売業

金融業、
保険業

学術研究、
専門・技術
サービス業

宿泊業、
飲食

サービス業

生活関連
サービス業、
娯楽業

教育、
学習
支援業

医療、
福祉

複合サ
ービス
事業

サービス
業(他に
分類され
ないもの)

不動産業、
物品賃貸業

■現金給与総額 ■総実労働時間

産業別1人1か月当たりの現金給与総額及び総実労働時間（平成23年）
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■青果、水産物、花き3部門ともに取り扱い金額が減少
卸売市場

　川崎市では、中央卸売市場北部市場と地方卸売市場南部市場が設置・運営され、
それぞれ、青果、水産物、花きの3部門を取り扱っています。

　平成23年の取扱数量は、両市場合わせて青果が8.2万トン、水産物が4.0万トンとなっており、
青果と水産物を合わせた総量は、12.1万トン（前年比5.4％減）となっています。
　種類別では、野菜が6.6万トンで最も多く、次いで生鮮水産物1.7万トン、加工水産物1.6万トン、
果実1.5万トン、冷凍水産物0.7万トンの順となっています。
　花きの取扱数量は6,916万（本・束・個）で前年より106万（本・束・個）増加しましたが、取扱金
額は41億8,849万円で前年より1億3,767万円減少しています。

種類別

総 数

 青果

野菜

果実

 水産物

生鮮水産物

冷凍水産物

加工水産物

花 き

＊川崎市中央卸売市場北部市場及び地方卸売市場南部市場における取扱高。

＊花きの数量の単位は1000（本・束・個）である。

平成21年 平成22年 平成23年

数量 金額 数量 金額 数量 金額

(単位：トン、千円）

（トン） （億円）

平成19年 20年 21年 22年 23年

■■数量 金額

青果・水産物の総取扱量と金額の推移

データ

チェック

6-2
■現金給与総額は「学術研究、専門・技術サービス業」が第1位
賃金・労働時間

　神奈川県下の常用5人以上の事業所で働く常用労働者の1人平均の月間現金給
与総額は、平成23年調査産業平均で33万1,662円となっています。産業別にみる

と現金給与総額は「学術研究、専門・技術サービス業」が最も多く、次いで「電気・ガス・熱供給・
水道業」、「建設業」の順となっています。
　また、1人平均の月間総実労働時間は、平成23年調査産業平均で138.5時間となっています。
産業別にみると総実労働時間は「建設業」が最も長く、次いで「運輸業、郵便業」、「情報通信業」
の順となっています。

産業別

平 成 2 3 年 調 査 産 業 平 均

建 設 業
製 造 業
電 気・ｶ ﾞ ｽ・熱 供 給 ･ 水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業 、物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業 、飲 食 サ ー ビ ス 業
生 活 関 連サービス業、娯 楽 業
教 育 、 学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
複 合 サ ー ビ ス 事 業
サービス業(他に分類されないもの)

＊神奈川県下の常用労働者5人以上の事業所。 （神奈川県毎月勤労統計調査平成23年平均確報）

労働賃金 労働時間

現金給与総額 定期給与 特別給与 総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間うち所定内給与

(単位：円、時間）

（円） （時間）

平成23年
調査産業
平均

建設業 製造業 電気・ｶﾞｽ
・熱供給
･水道業

情報
通信業

運輸業、
郵便業

卸売業、
小売業

金融業、
保険業

学術研究、
専門・技術
サービス業

宿泊業、
飲食

サービス業

生活関連
サービス業、
娯楽業

教育、
学習
支援業

医療、
福祉

複合サ
ービス
事業

サービス
業(他に
分類され
ないもの)

不動産業、
物品賃貸業

■現金給与総額 ■総実労働時間

産業別1人1か月当たりの現金給与総額及び総実労働時間（平成23年）

データ

チェック

6-3

産
業
・
生
活



38

■川崎・川崎北公共職業安定所ともすべての項目で減少
一般雇用保険

　平成22年度中の川崎公共職業安定所における一般雇用保険の給付状況は、受
給資格決定件数は9,174件（前年度比14.5％減）、初回受給者は7,850人（同18.9

％減）、雇用保険金支給額は、51億7,227万円（同18.2％減）、給付実人員は3万7,325人（同
16.6％減）、1人平均支給額は13万8,574円（同1.9％減）となっています。
　また、川崎北公共職業安定所における一般雇用保険の給付状況は、受給資格決定件数は1万
4,771件（前年度比19.1％減）、初回受給者は1万3,123人（同19.0％減）、雇用保険金支給額は
88億1,582万円（同16.0％減）、給付実人員は6万1,802人（同14.9％減）、1人平均支給額は
14万2,646千円（同1.3％減）となっています。

年　度 受給資格決定件数 初回受給者数 雇用保険金支給額 給付実人員 1人平均支給額

（平成11年は7月1日、平成9年・14年・16年・19年は6月1日）

＊神奈川労働局職業安定部職業安定課

＊川崎公共職業安定所に鶴見所が統合された平成21年4月以降は、旧鶴見所管轄も含む数値である。

1人平均支給額の推移

（円）

平成18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

川崎北川崎

川崎公共職業安定所

 平成 年

 年

 年

 年

 年

川崎北公共職業安定所

 平成 年

 年

 年

 年

 年
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■川崎公共職業安定所における新規求人倍率、年間求人倍率がともに増加
一般職業紹介状況

　川崎公共職業安定所における平成22年中の職業紹介状況は、新規求職申込件
数は2万9,691件（前年比5.9％増）、新規求人数は2万4,786人（同11.8％増）で新

規求人倍率は0.83倍でした。また、年間求職者数は13万2,849人（同4.9％増）、年間求人数は
6万4,837人（同7.4％増）で年間求人倍率は0.49倍でした。
　川崎北公共職業安定所における平成22年中の職業紹介状況は、新規求職申込件数は4万
0,969件（前年比3.6％増）、新規求人数は1万7,924人（同4.2％減）で新規求人倍率は0.44倍
でした。また、年間求職者数は19万8,639人（同7.2％増）、年間求人数は4万6,499人（同8.7
％減）で年間求人倍率は0.23倍でした。

年　次 新規求職申込件数 新規求人数 新規求人倍率 年間求職者数 年間求人数 年間求人倍率

川崎・川崎北公共職業安定所における新規求人倍率、年間求人倍率はともに減少

＊神奈川労働局職業安定部職業安定課

年間求人倍率の推移

（倍）

平成18年 19年 20年 21年 22年

川崎北川崎

川崎公共職業安定所

 平成 年

 年

 年

 年

 年

川崎北公共職業安定所

 平成 年

 年

 年

 年

 年
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■川崎・川崎北公共職業安定所ともすべての項目で減少
一般雇用保険

　平成22年度中の川崎公共職業安定所における一般雇用保険の給付状況は、受
給資格決定件数は9,174件（前年度比14.5％減）、初回受給者は7,850人（同18.9

％減）、雇用保険金支給額は、51億7,227万円（同18.2％減）、給付実人員は3万7,325人（同
16.6％減）、1人平均支給額は13万8,574円（同1.9％減）となっています。
　また、川崎北公共職業安定所における一般雇用保険の給付状況は、受給資格決定件数は1万
4,771件（前年度比19.1％減）、初回受給者は1万3,123人（同19.0％減）、雇用保険金支給額は
88億1,582万円（同16.0％減）、給付実人員は6万1,802人（同14.9％減）、1人平均支給額は
14万2,646千円（同1.3％減）となっています。

年　度 受給資格決定件数 初回受給者数 雇用保険金支給額 給付実人員 1人平均支給額

（平成11年は7月1日、平成9年・14年・16年・19年は6月1日）

＊神奈川労働局職業安定部職業安定課

＊川崎公共職業安定所に鶴見所が統合された平成21年4月以降は、旧鶴見所管轄も含む数値である。

1人平均支給額の推移

（円）

平成18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

川崎北川崎

川崎公共職業安定所

 平成 年

 年

 年

 年

 年

川崎北公共職業安定所

 平成 年

 年

 年

 年

 年
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■川崎公共職業安定所における新規求人倍率、年間求人倍率がともに増加
一般職業紹介状況

　川崎公共職業安定所における平成22年中の職業紹介状況は、新規求職申込件
数は2万9,691件（前年比5.9％増）、新規求人数は2万4,786人（同11.8％増）で新

規求人倍率は0.83倍でした。また、年間求職者数は13万2,849人（同4.9％増）、年間求人数は
6万4,837人（同7.4％増）で年間求人倍率は0.49倍でした。
　川崎北公共職業安定所における平成22年中の職業紹介状況は、新規求職申込件数は4万
0,969件（前年比3.6％増）、新規求人数は1万7,924人（同4.2％減）で新規求人倍率は0.44倍
でした。また、年間求職者数は19万8,639人（同7.2％増）、年間求人数は4万6,499人（同8.7
％減）で年間求人倍率は0.23倍でした。

年　次 新規求職申込件数 新規求人数 新規求人倍率 年間求職者数 年間求人数 年間求人倍率

川崎・川崎北公共職業安定所における新規求人倍率、年間求人倍率はともに減少

＊神奈川労働局職業安定部職業安定課

年間求人倍率の推移

（倍）

平成18年 19年 20年 21年 22年

川崎北川崎

川崎公共職業安定所

 平成 年

 年

 年

 年

 年

川崎北公共職業安定所

 平成 年

 年

 年

 年

 年
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■市内総生産は前年度比7.5％減のマイナス成長
経済活動別市内総生産

　平成21年度の市内総生産は4兆8,300億円で、対前年度比は7.5％減と5年ぶり
のマイナス成長となりました。産業別に対前年度増加率をみると「電気・ガス・水道

業」（前年度比16.8％増）が最も高く、次いで「農林水産業」（同12.4％増）、「不動産業」（同3.0
％増）の順となっています。
　また、産業別の構成比では、「製造業」が21.0％で最も高く、次いで「不動産業」20.9％、「サ
ービス業」20.1％の順となっています。

種　別

１　産　業
農林水産業

鉱業
製造業
建設業

電気・ガス・水道業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業

運輸・通信業
サービス業

２　政府サービス生産者
電気・ガス・水道業

サービス業
公務

３　対家計民間非営利
サービス生産者

小 計
輸入品に課される税・関税
（控除）総資本形成に係る消費税

（控除）帰属利子

市 内 総 生 産

実　数

平成20年度 平成21年度 平成20年度 平成21年度 平成20年度 平成21年度

対前年度増加率 構　成　比

（単位：百万円、％）

主な産業別構成比
（%）

製造業 卸売・小売業 運輸・通信業 サービス業不動産業
■平成20年度 ■平成21年度
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■年間総配水量は1億8,669万㎥
水　道

　平成23年度の給水世帯数は66万8,738世帯（対前年度比0.6％増）で、給水人
口は143万2,310人（同比0.4％増）となっています。また、給水栓数は78万6,081

栓（同比1.3％増）で、年間総配水量は1億8,669万㎥（同比0.9％減）となっています。
　平成22年度から工業用水道事業への給水分を年間総配水量に算入しています。

年　度 給水世帯数 給水人口 給水栓数

平成 年度

年度

年度

年度

年度

配水量

総　量 1日最大 1日最小

(単位：トン、千円）

（千立方ﾒｰﾄﾙ）

平成19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

年間総配水量の推移

データ

チェック
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■市内総生産は前年度比7.5％減のマイナス成長
経済活動別市内総生産
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水　道

　平成23年度の給水世帯数は66万8,738世帯（対前年度比0.6％増）で、給水人
口は143万2,310人（同比0.4％増）となっています。また、給水栓数は78万6,081

栓（同比1.3％増）で、年間総配水量は1億8,669万㎥（同比0.9％減）となっています。
　平成22年度から工業用水道事業への給水分を年間総配水量に算入しています。

年　度 給水世帯数 給水人口 給水栓数

平成 年度

年度

年度

年度
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配水量

総　量 1日最大 1日最小

(単位：トン、千円）

（千立方ﾒｰﾄﾙ）
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■水洗普及率は99.3%
下水道

　平成23年度末における下水道の概況は、処理区域面積が1万677ha、下水管延長
が3,054㎞、水洗化件数が65万9,357件、水洗普及率が99.3％となっています。

また、4か所の処理場での平成23年度中の処理水量は、1億9,889万㎥となっています。

年　度

平成 年度

年度

年度

年度

年度

処理区域面積
（ha）

下水道使用件数
（件）

処理場流入総量
（千立方ﾒｰﾄﾙ）

水洗化可能件数
(件)

水洗化件数
（件）

水洗普及率
（％）

下水処理場
（箇所）

下水管延長
（km）

川崎・川崎北公共職業安定所における新規求人倍率、年間求人倍率はともに減少

水洗化件数と水洗普及率の推移

（件） （％）

平成19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

■■水洗化件数 水洗普及率
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■1日平均乗車人員は12万9,445人
市バスの運輸状況

　平成23年度の乗車人員は、前年度に比べて240万141人（5.3％）増加し、4,737
万6,881人でした。

　そのうち、定期で乗車した人は22万9,520人（1.6％）増加し、定期外で乗車した人は217万
621人（7.0％）増加しました。

年　度
営業キロ
（km）

在籍車数
（台）

平成19年度

20年度

21年度

22年度

23年度

＊営業キロ、在籍車数は各年度末現在。乗車人員は、年度間の累計。

乗車人員（人）

総数 定期 定期外 1日平均

(単位：トン、千円）

（人）

平成19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

市バス1日平均乗車人員の推移

データ

チェック
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■1日平均乗車人員は12万9,445人
市バスの運輸状況

　平成23年度の乗車人員は、前年度に比べて240万141人（5.3％）増加し、4,737
万6,881人でした。

　そのうち、定期で乗車した人は22万9,520人（1.6％）増加し、定期外で乗車した人は217万
621人（7.0％）増加しました。

年　度
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23年度

＊営業キロ、在籍車数は各年度末現在。乗車人員は、年度間の累計。

乗車人員（人）

総数 定期 定期外 1日平均

(単位：トン、千円）

（人）
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市バス1日平均乗車人員の推移
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■最も乗車人員が多いのはＪＲ川崎駅、次いで東急溝の口駅
主要駅の1日平均乗車人員

　平成22年の市内のＪＲ・私鉄の駅のうち､ＪＲ川崎駅と東急溝の口駅で1日の平
均乗車人員が10万人を超えており、駅別に乗車人員をみると、ＪＲ川崎駅が18万

5,300人と最も多く、次いで東急溝の口駅13万5,943人、東急武蔵小杉駅9万9,617人の順と
なっています。
　また、平成21年と22年を比較して、最も乗車人数が増加した駅は東急溝の口駅で2万6,797
人（対前年比24.6％増）、次いでＪＲ武蔵小杉駅2万2,785人（同29.7％増）、小田急登戸駅
2,306人（同3.1％増）の順となっています。

駅　名

京浜急行 京急川崎

ＪＲ東日本 川崎

 武蔵小杉

 武蔵溝ノ口

 登戸

 新川崎

小田急 登戸

 新百合ヶ丘

 向ヶ丘遊園

東急 武蔵小杉

 溝の口

 鷺沼

 宮前平

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

（単位：人）

＊JR東日本は、各年度の１日平均乗車人員を表したもの。

1日平均乗車人員の推移（1日平均乗車人員6万人以上の駅）

（人）

平成18年 19年 20年 21年 22年
JR武蔵小杉 東急武蔵小杉JR川崎

JR登戸

JR武蔵溝ノ口

東急溝の口 小田急登戸
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チェック
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■分別収集の拡充に伴い資源化率が大幅に増加
ごみの処理状況

　平成23年度のごみの収集総量は､44万4,860トンで前年度とほぼ横ばいでした
が、ミックスペーパー等の分別収集を拡充したことにより、資源化量は42,966トン

（前年比45.8％増）と前年から大幅に増加し、焼却処分量は40万1,894トンと前年度に比べて
10,818トン(2.6％）減少しました。

年　度 収集総量 資源化率

平成 年度

年度

年度

年度

年度

処理・処分量

焼　却 埋め立て 資源化

(単位：トン）

（トン） （％）

平成19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

ごみの収集総量の推移

＊資源化量に乾電池保管を含む。

資源化率収集総量
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■最も乗車人員が多いのはＪＲ川崎駅、次いで東急溝の口駅
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　平成23年度のごみの収集総量は､44万4,860トンで前年度とほぼ横ばいでした
が、ミックスペーパー等の分別収集を拡充したことにより、資源化量は42,966トン

（前年比45.8％増）と前年から大幅に増加し、焼却処分量は40万1,894トンと前年度に比べて
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■犯罪認知件数は引き続き減少
犯罪認知件数

　平成23年中の市内での刑法犯の認知件数は1万2,965件で、前年と比べ860件
（6.2％）減少しています。

　犯罪別にみると、窃盗犯が9,837件（総数の75.9％）と最も多く、次いで粗暴犯855件（同
6.6％）、知能犯384件（同3.0％）の順となっています。
　平成22年と比べると、窃盗犯が596件の減少、粗暴犯が12件、知能犯が20件、風俗犯が25
件の増加となっています。

年　次 総　数 粗暴犯 窃盗犯 知能犯 風俗犯 その他

平成 年

年

年

年

年

凶悪犯

総数 強盗 放火 その他

（単位：件）

（件）

平成19年 20年 21年 22年 23年

犯罪認知件数の推移

＊神奈川県警察本部
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■火災発生件数は増加
火災発生件数

　平成23年の火災発生件数は425件（前年比9.5％増）、焼損面積8,320㎡（同
92.6％増）、損害額13億7184万円（同179.8％増）となっています。また、死者は

10人（前年比1人減）、負傷者は79人(同15人増）となっています。

年　次 焼損面積 損害額 死　者 傷　者

平成 年

年

年

年

年

火災件数

総数 建物 車両他

(単位：トン、千円）

（件）

平成19年 20年 21年 22年 23年

火災発生件数の推移

データ

チェック
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■犯罪認知件数は引き続き減少
犯罪認知件数

　平成23年中の市内での刑法犯の認知件数は1万2,965件で、前年と比べ860件
（6.2％）減少しています。

　犯罪別にみると、窃盗犯が9,837件（総数の75.9％）と最も多く、次いで粗暴犯855件（同
6.6％）、知能犯384件（同3.0％）の順となっています。
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■火災発生件数は増加
火災発生件数
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■発生件数、死傷者数とも引き続き減少
交通事故発生状況

　平成23年中の市内の交通事故発生件数は4,526件で、前年の4,852件と比べ
326件（6.7％）減少しています。また、平成23年中の死傷者は5,193人で、前年の

5,576人と比べ383人（6.9％）減少しています。
　区別にみると、死傷者数が最も多いのは川崎区で1,092人、次いで高津区884人、宮前区
774人の順となっています。また、死傷者数を前年と比べると麻生区が125人（20.3％）と最も
減少しています。

川崎市

川崎区

幸　区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

平成19年区・種別 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

（単位：件、人）

＊市内において踏切を含む一般路上の法規違反による交通事故（人身事故）数を表した。
＊神奈川県警察本部

区別交通事故発生件数の推移
（件）

平成19年 20年 21年 22年 23年

幸　区 中原区川崎区 多摩区高津区 宮前区 麻生区

データ
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■保育所数及び在籍児童数が増加し、待機児童数は減少
保育所の概況

　平成24年4月1日現在の保育所数は203か所です。在籍児童数は、1万7,902人
で、前年度の1万6,453人より1,449人(8.8％）増加しました。また、待機児童数に

ついて、3歳未満児は524人で前年度と比べ196人（27.2％）減少し、3歳以上児は91人で前年
度と比べ40人（30.5％）減少しており、全体として236人（27.7%）減少しました。

年　度

平成 年度

年度

年度

年度

年度

在籍児童数保育所数 待機児童数

3歳未満児総　数総　数 3歳以上児 3歳未満児 3歳以上児

（単位:所、人）（各年度4月1日）

（人）

平成20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

保育所在籍児童数の推移

データ

チェック

8-1
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■発生件数、死傷者数とも引き続き減少
交通事故発生状況

　平成23年中の市内の交通事故発生件数は4,526件で、前年の4,852件と比べ
326件（6.7％）減少しています。また、平成23年中の死傷者は5,193人で、前年の

5,576人と比べ383人（6.9％）減少しています。
　区別にみると、死傷者数が最も多いのは川崎区で1,092人、次いで高津区884人、宮前区
774人の順となっています。また、死傷者数を前年と比べると麻生区が125人（20.3％）と最も
減少しています。

川崎市

川崎区

幸　区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

平成19年区・種別 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

（単位：件、人）

＊市内において踏切を含む一般路上の法規違反による交通事故（人身事故）数を表した。
＊神奈川県警察本部

区別交通事故発生件数の推移
（件）

平成19年 20年 21年 22年 23年

幸　区 中原区川崎区 多摩区高津区 宮前区 麻生区

データ

チェック

7-8
■保育所数及び在籍児童数が増加し、待機児童数は減少
保育所の概況

　平成24年4月1日現在の保育所数は203か所です。在籍児童数は、1万7,902人
で、前年度の1万6,453人より1,449人(8.8％）増加しました。また、待機児童数に

ついて、3歳未満児は524人で前年度と比べ196人（27.2％）減少し、3歳以上児は91人で前年
度と比べ40人（30.5％）減少しており、全体として236人（27.7%）減少しました。

年　度

平成 年度

年度

年度

年度

年度

在籍児童数保育所数 待機児童数

3歳未満児総　数総　数 3歳以上児 3歳未満児 3歳以上児

（単位:所、人）（各年度4月1日）

（人）

平成20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

保育所在籍児童数の推移

データ

チェック
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■児童数は減少・生徒数は増加
小学校・中学校の概況

【小学校】
　平成23年度の小学校数は117校で、市立校が113校、私立4校となっています。

児童数は、7万1,892人で前年度と比べ90人（0.1％）減少しています。公私別では市立は7万
271人で前年度より58人（0.1％）減少しており、私立は1,621人で前年度より32人（1.9％）減
少しています。
【中学校】
　平成23年度の中学校数は57校で、市立51校､私立6校と前年度と変わりません。生徒数は3万
1,861人で前年度と比べ924人（3.0％）増加しています。公私別では、市立は2万7,966人で前年
度より873人（3.2％）増加しており、私立は3,895人で前年度より51人（1.3％）増加しています。

年　度

平成 年度
年度
年度
年度
年度

学校数

総数 市立 私立 総数 市立 私立 総数 市立 私立

児童数学級数

（単位：校、学級、人）（各年5月1日）

（学校基本調査）

小学校の概況

年　度

平成 年度
年度
年度
年度
年度

学校数

総数 市立 私立 総数 市立 私立 総数 市立 私立

生徒数学級数

（単位：校、学級、人）（各年5月1日）

（学校基本調査）

中学校の概況

小・中学校の児童･生徒数の推移

平成19年度

20年度

21年度

22年度

23年度

（人）
■児童数 ■生徒数

データ

チェック
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■被保護人員の増加傾向続く
生活保護の概況

 平成22年度の生活保護被保護人員は、月平均で2万9,676人で21年度と比べ
2,702人（10.0％）増加しました。

　平成22年度の保護費総額は541億2,091万円で、21年度と比べ48億4,018万円（9.8％）
増加しました。扶助別にみると医療扶助が215億5,262万円(総額の39.8％）と最も多く、次い
で生活扶助の188億9,761万円（同34.9％）の順となっており、この2つの扶助で総額の74.7
％を占めています。

年　次
現に保護を
受けて
いる者

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

総数 生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助
出産、生業、
葬祭扶助

人　員

（単位:人）

＊人員は各年度月平均
＊現に保護を受けている者には保護停止中の者を含まない。

被保護人員の概況

年　次 総額

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助 施設事務費出産、生業、
葬祭扶助

（単位:千円）保護費の概況

生活保護被保護人員及び保護費の推移

（人） （億円）

平成18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

■■実人員 保護費

データ

チェック

9-1
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■児童数は減少・生徒数は増加
小学校・中学校の概況

【小学校】
　平成23年度の小学校数は117校で、市立校が113校、私立4校となっています。

児童数は、7万1,892人で前年度と比べ90人（0.1％）減少しています。公私別では市立は7万
271人で前年度より58人（0.1％）減少しており、私立は1,621人で前年度より32人（1.9％）減
少しています。
【中学校】
　平成23年度の中学校数は57校で、市立51校､私立6校と前年度と変わりません。生徒数は3万
1,861人で前年度と比べ924人（3.0％）増加しています。公私別では、市立は2万7,966人で前年
度より873人（3.2％）増加しており、私立は3,895人で前年度より51人（1.3％）増加しています。

年　度

平成 年度
年度
年度
年度
年度

学校数

総数 市立 私立 総数 市立 私立 総数 市立 私立

児童数学級数

（単位：校、学級、人）（各年5月1日）

（学校基本調査）

小学校の概況

年　度

平成 年度
年度
年度
年度
年度

学校数

総数 市立 私立 総数 市立 私立 総数 市立 私立

生徒数学級数

（単位：校、学級、人）（各年5月1日）

（学校基本調査）

中学校の概況

小・中学校の児童･生徒数の推移

平成19年度

20年度

21年度

22年度

23年度

（人）
■児童数 ■生徒数

データ

チェック
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■被保護人員の増加傾向続く
生活保護の概況

 平成22年度の生活保護被保護人員は、月平均で2万9,676人で21年度と比べ
2,702人（10.0％）増加しました。

　平成22年度の保護費総額は541億2,091万円で、21年度と比べ48億4,018万円（9.8％）
増加しました。扶助別にみると医療扶助が215億5,262万円(総額の39.8％）と最も多く、次い
で生活扶助の188億9,761万円（同34.9％）の順となっており、この2つの扶助で総額の74.7
％を占めています。

年　次
現に保護を
受けて
いる者

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

総数 生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助
出産、生業、
葬祭扶助

人　員

（単位:人）

＊人員は各年度月平均
＊現に保護を受けている者には保護停止中の者を含まない。

被保護人員の概況

年　次 総額

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助 施設事務費出産、生業、
葬祭扶助

（単位:千円）保護費の概況

生活保護被保護人員及び保護費の推移

（人） （億円）

平成18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

■■実人員 保護費

データ

チェック
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■出生率は10.2‰で全国の8.5‰を上回る
出生と死亡

　平成22年の人口動態調査では、出生数が1万4,292人と前年に比べて16人（0.1
％）増加しており、出生率は10.2‰と全国の8.5‰を上回っています。

　死亡数は9,272人で、前年に比べて489人（5.6％）増加していますが、死亡率は6.6‰と全国
の9.5‰を下回っています。
　死産数は263胎で、前年に比べ39胎（12.9％）減少しており、出産数1,000人当たりの死産
率は18.1‰と全国の24.2‰を下回っています。

年 次 出 生 死 亡 死 産

平成 年

年

年

年

年

（人口動態調査）＊出生率、死亡率は各年10月1日現在の日本人人口1,000人に対する割合。

出生率 死亡率 死産率

川崎市 全国 川崎市 全国 川崎市 全国

（単位：人、胎、‰）

出生率の推移

（‰）

平成18年 19年 20年 21年 22年

全国川崎市

データ

チェック
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■１戸当たりの延べ床面積が増加
着工新設住宅戸数

　平成22年中の市内の着工新設住宅戸数は1万3,740戸で、21年の1万2,635戸
に比べ1,105戸（8.7％）増加しました。

　利用関係別にみると、貸家が6,681戸（戸数総数の48.6％）と最も多く、次いで分譲住宅の
5,443戸（同39.6％）の順となっています。
　延べ床面積の総数は96万9,150㎡で前年に比べ10万2,447㎡（11.8％）増加しており、1戸
当たりの延べ床面積は70.5㎡で21年に比べ1.9㎡（2.8％）増加しました。

年　次

平成 年

年

年

年

年

＊国土交通省

戸　数 延べ床面積

総　数 持　家 貸　家 給与住宅 分譲住宅 総　数 1戸当たり

（単位：戸、平方ﾒｰﾄﾙ）

着工新設住宅戸数の推移

（戸）

平成18年 19年 20年 21年 22年

データ

チェック
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■出生率は10.2‰で全国の8.5‰を上回る
出生と死亡

　平成22年の人口動態調査では、出生数が1万4,292人と前年に比べて16人（0.1
％）増加しており、出生率は10.2‰と全国の8.5‰を上回っています。

　死亡数は9,272人で、前年に比べて489人（5.6％）増加していますが、死亡率は6.6‰と全国
の9.5‰を下回っています。
　死産数は263胎で、前年に比べ39胎（12.9％）減少しており、出産数1,000人当たりの死産
率は18.1‰と全国の24.2‰を下回っています。

年 次 出 生 死 亡 死 産

平成 年

年

年

年

年

（人口動態調査）＊出生率、死亡率は各年10月1日現在の日本人人口1,000人に対する割合。

出生率 死亡率 死産率

川崎市 全国 川崎市 全国 川崎市 全国

（単位：人、胎、‰）

出生率の推移

（‰）

平成18年 19年 20年 21年 22年

全国川崎市

データ

チェック
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■１戸当たりの延べ床面積が増加
着工新設住宅戸数

　平成22年中の市内の着工新設住宅戸数は1万3,740戸で、21年の1万2,635戸
に比べ1,105戸（8.7％）増加しました。

　利用関係別にみると、貸家が6,681戸（戸数総数の48.6％）と最も多く、次いで分譲住宅の
5,443戸（同39.6％）の順となっています。
　延べ床面積の総数は96万9,150㎡で前年に比べ10万2,447㎡（11.8％）増加しており、1戸
当たりの延べ床面積は70.5㎡で21年に比べ1.9㎡（2.8％）増加しました。

年　次

平成 年

年

年

年

年

＊国土交通省

戸　数 延べ床面積

総　数 持　家 貸　家 給与住宅 分譲住宅 総　数 1戸当たり

（単位：戸、平方ﾒｰﾄﾙ）

着工新設住宅戸数の推移

（戸）

平成18年 19年 20年 21年 22年

データ

チェック
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■総住宅数の73.3％は共同住宅
建て方別住宅の概況

　平成20年の住宅・土地統計調査結果で、市内の居住世帯のある住宅61万
3,460戸を建て方別にみると、共同住宅が44万9,870戸（戸数総数の73.3％）で

最も多く、次いで一戸建15万1,390戸(同24.7％）、長屋建1万420戸（同1.7％）、その他1,790
戸（同0.3％）の順となっています。
　前回調査の平成15年と比べると、総数で7万6,940戸(前回比14.3％)、共同住宅が6万
7,580戸(同比17.7％）、一戸建が8,360戸(同比5.8％)増加しています。

年　次

昭和 年

平成 年

年

年

年

（住宅･土地統計調査）

戸　数

総　数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

（単位：戸）（各年10月1日）

建て方別住宅数の推移

共同住宅 一戸建総　数 長屋建他

（戸）

昭和63年 平成5年 10年 15年 20年

データ

チェック

10-2

住
居

■平成14年以降の最も高い投票率は平成21年の衆議院議員・小選挙区選挙の66.77％11 選　挙

　平成14年からの各選挙の投票率をみると、平成21年8月30日に行われた衆議
院議員･小選挙区選挙の66.77％が最も高くなっています。

種　別 執行年月日

衆議院議員・小選挙区(＊ )
県　知　事
県議会議員
市議会議員
衆議院議員・小選挙区
衆議院議員・比例代表
参議院議員・選挙区
参議院議員・比例代表
衆議院議員・小選挙区
衆議院議員・比例代表

参議院議員・選挙区(＊ )
市　　　　長

市議会議員(＊ )
県　知　事
県議会議員
市議会議員
参議院議員・選挙区
参議院議員・比例代表
衆議院議員・小選挙区
衆議院議員・比例代表
市　　　　長

参議院議員・選挙区(＊ )
参議院議員・選挙区
参議院議員・比例代表
県　知　事
県議会議員
市議会議員

(＊1)神奈川県第８区選出議員補欠選挙　(＊2)神奈川県選出議員補欠選挙　(＊3)宮前区選挙区補欠選挙

平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日

総数 男 女 総数 男 女

投票者数 投票率

当日有権者数

総　　　数

川崎区

幸　区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

投票者数 投票率

市長選挙の投票状況(平成21年10月25日）

当日有権者数

総　　　数

川崎区

幸　区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

投票者数 投票率

市議会議員選挙の投票状況(平成23年4月10日）

データ

チェック
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■総住宅数の73.3％は共同住宅
建て方別住宅の概況

　平成20年の住宅・土地統計調査結果で、市内の居住世帯のある住宅61万
3,460戸を建て方別にみると、共同住宅が44万9,870戸（戸数総数の73.3％）で

最も多く、次いで一戸建15万1,390戸(同24.7％）、長屋建1万420戸（同1.7％）、その他1,790
戸（同0.3％）の順となっています。
　前回調査の平成15年と比べると、総数で7万6,940戸(前回比14.3％)、共同住宅が6万
7,580戸(同比17.7％）、一戸建が8,360戸(同比5.8％)増加しています。

年　次

昭和 年

平成 年

年

年

年

（住宅･土地統計調査）

戸　数

総　数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

（単位：戸）（各年10月1日）

建て方別住宅数の推移

共同住宅 一戸建総　数 長屋建他

（戸）

昭和63年 平成5年 10年 15年 20年

データ

チェック

10-2
■平成14年以降の最も高い投票率は平成21年の衆議院議員・小選挙区選挙の66.77％11 選　挙

　平成14年からの各選挙の投票率をみると、平成21年8月30日に行われた衆議
院議員･小選挙区選挙の66.77％が最も高くなっています。

種　別 執行年月日

衆議院議員・小選挙区(＊ )
県　知　事
県議会議員
市議会議員
衆議院議員・小選挙区
衆議院議員・比例代表
参議院議員・選挙区
参議院議員・比例代表
衆議院議員・小選挙区
衆議院議員・比例代表

参議院議員・選挙区(＊ )
市　　　　長

市議会議員(＊ )
県　知　事
県議会議員
市議会議員
参議院議員・選挙区
参議院議員・比例代表
衆議院議員・小選挙区
衆議院議員・比例代表
市　　　　長

参議院議員・選挙区(＊ )
参議院議員・選挙区
参議院議員・比例代表
県　知　事
県議会議員
市議会議員

(＊1)神奈川県第８区選出議員補欠選挙　(＊2)神奈川県選出議員補欠選挙　(＊3)宮前区選挙区補欠選挙

平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日

総数 男 女 総数 男 女

投票者数 投票率

当日有権者数

総　　　数

川崎区

幸　区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

投票者数 投票率

市長選挙の投票状況(平成21年10月25日）

当日有権者数

総　　　数

川崎区

幸　区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

投票者数 投票率

市議会議員選挙の投票状況(平成23年4月10日）

データ

チェック

選
挙
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■市税収入総額は3年ぶりの増収12 市税収入額

　平成23年度の市税収入は2,871億2,723万円で前年度に比べ51億3,670万
円(前年度比1.8％）の増加となっており、3年ぶりの増収となりました。

　税目別にみると、市民税が1,296億6,303万円（総額の45.2％）で最も多く、次いで固定資
産税が1,155億8,813万円(同40.2％）となっており、市民税と固定資産税の２税で総額の
85.4％を占めています。
　市民税を前年度と比べると、個人市民税は8億2,304万円（前年度比0.7％）減少し、法人市
民税は31億9,890万円(同18.8％)の増加となりました。

（単位：千円）

（億円）

23年度平成20年度 21年度 22年度

税　　　　目 平成21年度平成20年度

総　額

　市民税

　　　　　個人

　　　　　法人

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

特別土地保有税

入湯税

事業所税

都市計画税

平成22年度 平成23年度

市税収入の推移

データ

チェック

財
政



■市税収入総額は3年ぶりの増収12 市税収入額

　平成23年度の市税収入は2,871億2,723万円で前年度に比べ51億3,670万
円(前年度比1.8％）の増加となっており、3年ぶりの増収となりました。

　税目別にみると、市民税が1,296億6,303万円（総額の45.2％）で最も多く、次いで固定資
産税が1,155億8,813万円(同40.2％）となっており、市民税と固定資産税の２税で総額の
85.4％を占めています。
　市民税を前年度と比べると、個人市民税は8億2,304万円（前年度比0.7％）減少し、法人市
民税は31億9,890万円(同18.8％)の増加となりました。

（単位：千円）

（億円）

23年度平成20年度 21年度 22年度

税　　　　目 平成21年度平成20年度

総　額

　市民税

　　　　　個人

　　　　　法人

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

特別土地保有税

入湯税

事業所税

都市計画税

平成22年度 平成23年度

市税収入の推移

データ

チェック

13 市民要望・評価と定住状況

項　　　　　目 ％ 

（平成23年度第2回かわさき市民アンケート）

防犯対策
医療体制の整備
高齢者のための施策
交通安全対策
自転車対策
子どものための施策
道路・歩道の整備
公害防止対策
自然や緑の保全
道路、公園、広場の美化・清掃

市政に対する要望ベスト10 

美

0 10 20 30 40 50 60

0 10 20 30 40 50 60

（%）

項　　　　　目 ％ 

ごみ収集やリサイクル
水道水の安定供給
健康づくりのための施策
バスなどの交通網の整備
道路、公園、広場の美化・清掃
駅周辺の再開発
公園の整備や維持管理
自転車対策
文化施設の整備
下水道の整備

市政に対する評価ベスト10 

美

周

（%）

（１）居住年数   
(今のところにお住まいになって何年になりますか。）

（２）定住意向   
(これからも今のところにお住まいになりたいですか。）

これからも住んでいたい

できれば市内の他の区へ移りたい

できれば市外へ移りたい

わからない

無回答

3年未満

3～5年未満

5～20年未満

20年以上

無回答

市民の定住状況 

■
■
■
■
■

これからも住んでいたい

できれば市内の他の区へ移りたい

できれば市外へ移りたい

わからない

無回答

■
■
■
■
■

3年未満

3～5年未満

5～20年未満

20年以上

無回答
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大都市データ

　川崎市をはじめ１９の政令指定都市と東京都区部の
２０大都市は「大都市統計協議会」を設置して、各都市
の各種統計情報を集約し、毎年「大都市比較統計年表」
を作成、発行しています。
　ここでは、「大都市比較統計年表（平成２２年）」などを
もとに、主要な統計情報からみた川崎市及び各都市の
特徴をまとめました。

N

住宅を取り巻く状況の変化 ～住宅・土地統計調査結果から～

　「住宅・土地統計調査」は総務省が5年ごとに行う調査で、今回は「住宅数、世帯数、空家数及び空家率の推移」、
「住宅の構造・建築時期別住宅数の変化」、「川崎市及び区別の所有関係別住宅数」に着目し、住宅を取り巻く状
況の変化をみました。

　川崎市の所有関係別住宅数をみると、平成20年の川崎市全体の持家率は46.7％となっており、平成5年以降
ゆるやかに増加しています。また、平成20年の持家率を区別にみると、幸区、宮前区、麻生区で50％前後と比較
的高くなっており、中原区、多摩区では30％台、川崎区、高津区では40％台前半となっています（図3）。

　昭和53年以降、川崎市の住宅総数は一貫して増加し、
平成20年は68万6,380戸となっています。空家総数も
増加して平成20年に6万9,520戸となっていますが、空
家率は10％台で推移しています（図1）。

空家数は増加、空家率は減少

川崎市の持家率は引き続きゆるやかに増加、持家率が高いのは幸区、宮前区、麻生区

現行の耐震基準が適用された住宅数が増加

（図1）住宅数、世帯数、空家数及び空家率の推移

（図3）川崎市及び区別の所有関係別住宅数

昭和55年以前の建築

※平成15年から20年にかけて、昭和55年以前建築の非木造の住宅数が
　増加しているが、サンプル調査に基づく統計上の数値をそのまま使用している。

（住宅・土地統計調査）

（住宅・土地統計調査）※平成5～20年の川崎市全体の構成比は不詳分を含む修正値

昭和56年以降の
新耐震基準による建築

（建築時期不詳分除く）

住宅数
（単位：戸）

（戸）

　昭和56年以降に建築された、新耐震基準が求める耐
震性を有する住宅数は、平成20年は41万2,750戸（木
造12万630戸、非木造29万2,120戸）となっています。
平成5年は21万9,300戸（木造78,800戸、非木造
140,500戸）で、88.2％の増加となりました（図2）。

（図2）住宅の構造・建築時期別住宅数の変化

木造 木造非木造 非木造

（万戸／万世帯） （％）




